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組織評価に関する実施要項第10に基づき、組織評価（自己評価及び外部評価）結果に係る要

改善事項について、次のとおり平成25年度の改善状況を報告します。 

 

要改善事項 

基準１ 工学部/工学研究科の目的のはじめに、「仁愛を基礎にした自由啓発」の表現がある

が、この意味が教職員と学生には必ずしも理解できていないのではないか？ 特に現代の若者

には理解できていないのでは。適切な説明を加え、第三者にも分かりやすくすることが望ま

しい。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

教職員、学生が理解できるように、｢仁愛を基礎にした自由啓発｣についての説明を付け加え

る。 

改善状況 

「仁愛」、「自由啓発」は静岡大学前身である浜松高等工業学校の開学の精神、校訓とされ

たもので、「大自然の精神たる仁愛をもって我が校風の基礎とし、情愛にみちた、誠実な、

自発的な、そして個性を尊重する」教育目標（浜松工業会会誌佐鳴より）を意味している。

さらに詳しい内容、背景などは浜松工業会会誌佐鳴などに記されており、その資料をもとに、

新入生ガイダンスで紹介する。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２６年度 

 

 

要改善事項 

基準２ 平成２５年度から改組が計画されているが、社会のニーズにこたえられる工学部/工

学研究科になることが期待されている。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 



平成２５年４月から改組がスタートする。この改組を成功させるために、工学部長補佐室に

評価・改組企画室を設置した。この企画室を中心に、各学科・専攻の教育・研究において成

果を上げるために何を重点的にすべきかを検討し、年次進行で実行する。 

改善状況 

改組に関する教職員に向けたアンケートを実施し、専攻、職階ごとの分析を行い、全教員に

公表した。得られた改組に関する不満や意見を全教員で共有することで、今後の改善に向け

た意識向上を図ることができた。特に、改組のメリットやデメリット、新入生の印象、教育・

研究・運営・施設の問題点などについての分析から明らかになった点に基づいて、今後の改

善案を検討した。さらに今後の学科/専攻科における教育研究活動の推進に繋がるよう、評

価・改組企画室をはじめ研究科長補佐室等で継続的な審議を行っている。 

高校訪問や共同研究などを通じ、高校、企業からの意見を集め、今後の入試等を含めた学部・

大学院のあり方について検討を継続している。 

大学院１年生に向けたアンケートを実施し、就職活動状況などの問題点を集約した。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２５年度（一部継続中） 

 

 

要改善事項 

基準３ 女性教員・外国人教員の割合が低い。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

女性教員の優先採用制度の活用等を検討しながら、女性教員の比率を高める努力を進めてい

きたい。また「学生の英語能力向上、留学制度の充実、グローバル人材育成教育の実施」な

どを、工学部/工学研究科の国際化のための重要な課題と考えている。これらを実行するため

には、工学部/工学研究科の各学科・専攻において外国人教員を１名ずつ(合計５名)を雇うこ

とが必須と考えており、できるだけ早い時期に採用する（教授会で承認された）。 

改善状況 

 平成２６年１０月以降の出来るだけ早い時期に、工学研究科５専攻で、外国人教員を１名

ずつ採用する。平成２７年度予定の留学生用「Asia Bridge Program」の英語授業の担当、日

本人教員の英語授業立ち上げの支援をお願いする。女性教員を優先的に採用することを検討

している。さらに外国人教員と留学生担当教員の支援を行う特任准教授を採用する際、女性

教員を優先的に採用する予定である。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２７年度 

 

 

要改善事項 



基準４ 優秀な学生を集める取り組みが必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

平成２６年度から、入試成績優秀者に奨学金を与えることを検討している。また工学部長補

佐室の広報企画室において、工学部/工学研究科の強みや良さを簡単なパンフレットで宣伝す

ることを検討している。更に受験生や高校生への新学科のPRを強化する。 

改善状況 

平成２６年度前期日程一般入試において、各学科入学生の最高得点に対して村川二郎奨学金

として一人あたり25万円を給付することとし、前期日程試験出願者全員に受験票と共に案内

した。従来、成績優秀者の入学辞退が頻発していたが、その防止効果が期待できる。また、

広報企画室において、工学部/工学研究科の強みや良さをアピールしたパンフレットを作成

し、全国の約750の高等学校に30部ずつ送付した。さらに、工学研究科の教員の優れた研究を

2～3カ月に1件の頻度でプレスリリースしている。これらのPRによって、より優秀な学生の受

験が期待できる。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２５年度（一部継続中） 

 

 

要改善事項 

基準５ 英語力の向上について、主体的な改善の取り組みが十分でない。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

国際化の推進とグローバル教育を目的に、「ターゲット・アジア人材育成コース（学士課程

と修士課程）」（仮名）の設立が検討されている。その修士課程では、英語対応の授業だけ

で卒業できる英語教育コースが設立される予定である。工学部/工学研究科では、国際化推進

のため、また、上記プロジェクトの準備として、「各学科・専攻に１名の外国人教員の採用

（合計５名）」と、「学部で行っているNIFEEプログラムの大学院修士課程への拡張」を検討

している。日本人学生も副専攻で英語教育コースを受講可能とする。またSSSVプログラムを

有効利用し、工学部/工学研究科の学生の卒論や修論の英語発表の機会を増やす。放課後英語

教室への受講を増やすための宣伝活動も行う。今年度のSSSVプログラムの参加研究室は１６

（応募研究室１０に対して）と増えており、各研究室５名で合計８０名の学生が外国人学生

と一緒に英語での研究発表を行う予定である。今年度からSSSVプログラム参加学生に単位を

認定する制度も確立した。学生の積極性を喚起し、英語能力に自信を持たせることが重要で

ある。 

改善状況 

国際化の推進とグローバル教育を目的に、「ターゲット・アジア人材育成コース（学士課程

と修士課程）」（仮名）が「アジアブリッジプログラム（ABP）」として文部科学省に認めら

れた。その修士課程では、英語対応の授業だけで卒業できる英語教育コースを行うので、そ

のための準備を開始している。工学部/工学研究科では、国際化推進と上記プロジェクトの一

環として、「各学科・専攻に１名の外国人教員の採用（合計５名）」ができるように選考委



員会を設置し公募している。また日本人教員の修士課程での英語授業の準備のため、大阪大

学国際教育交流センター・副センター長有川教授による講演「大阪大学における英語による

専門教育の取り組みについて」を実施した。 

さらに、ABPプロジェクトや上記の採用される外国人教員の支援のための特任准教授1名の採

用活動も開始した。また、上記プロジェクトの費用を活用して、一般の日本人学生の能力に

応じた英語力の自主的な訓練を効率化し、同時に学生のTOEIC点数を向上させることを狙って

ALC社のe-ラーニングシステムの導入とそれを活用する工学部の全学生向けの必修授業を計

画し準備を開始した。 

平成２５年度のSSSVプログラムでは工学研究科の１６研究室が参加し，７３名の学生が海外

へ渡航し，アジアを中心とする１２大学を訪問，セミナー開催など両校の学生間で交流の機

会を持った．また４つの海外の大学より２１名の学生を招き，セミナー開催など工学部にて

交流の機会をもった．参加学生からは英語の重要性を再認識したこと，海外の学生と交流す

ることにより拡がる視野の興味深さについて指摘があり，学生がグローバルな視野を育むよ

い機会を持つことができた．また放課後英語教室に参加した学生からは，英語力の向上を実

感するなど，学生の積極性を喚起し、英語能力に自信を持たせる重要な機会となった．NIFEE

学生の中にはTOEIC800点以上の学生が混じっており、日本人学生への良い刺激となっている。

また、異なる文化・習慣と出会う機会を日本人学生に提供し，グローバル化の意識の重要性

を与えるよい機会を提供している． 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２５年度（一部継続中） 

 

 

要改善事項 

基準６ ３０％以上の留年生を防ぐ対策が必要である。特に２留以上を防ぐ対策が必要であ

る。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

工学部長補佐室の教育企画室で留年生対策を検討している。授業を連続して多数回欠席した

学生には指導教員が注意し、留年の可能性のある学生には、早い段階で学生と指導教員が話

合う体制を作る。また学習目論見書を作成し、早い段階で単位の取得状況から留年の可能性

を自分でチェックできるシステムを導入する。更に平成２５年度のテクノフェスタ時に行わ

れる父兄懇談会に学生と保護者に参加して頂き、指導教員と面談して学生の勉学や進路につ

いて話し合う予定である。 

改善状況 

工学研究科長補佐室の教育企画室と工学部教務委員会と共同して、留年生対策を検討し具体

化した。学習目論見書を作成し、早い段階で単位の取得状況から留年の可能性を自分でチェ

ックできるシステムを作ること、通常の講義では15回目が講義で16回目が試験であるが、い

くつかの講義でその順番を入れ替えて試験期間中の一週間に試験が集中することを緩和する

ことや、発達障害の学生の状況を把握し早い段階から適切な対応をとる方策等を準備して、

いずれも26年度の前期から実行する。さらに、1年生の必修科目で出席状況を調査し、欠席が

続いている学生に声をかける対策も準備して26年度から全学科で実施予定である。また、テ



クノフェスタ時に成績不振学生の保護者に大学まで来て頂き面談することや再試験を効果的

に行うことを呼びかけることは既に25年度後期から実施しており、実際に留年率（卒業研究

履修資格が得られなかった学生の割合）を35.6%（昨年度までの過去５年の平均）から27.8%

にまで大幅に低下させることができた。 

達成年度（予定を含む） 

平成２６年度 

 

 

要改善事項 

基準７ 東海大地震や東南海大地震のような大規模災害に備える施設・設備の安全対策(ハー

ド面)と非難訓練（ソフト面）の対応が十分ではない。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

平成２４年度の最後の頃に、各建物のハザードマップを完成させた。これから災害が起こっ

た場合の非難経路などを学生・教職員に徹底する。また平成２５年度からは、防災訓練を年

１回から年２回に増やす。工学部/工学研究科の各学科・専攻の主要な建物の耐震補強は一段

落したので、今後、残りの建物の補強を引き続き進めていく。 

改善状況 

災害時の屋外避難地（運動場）の整備として，運動場を人工芝及びゴムチップ塗装に改修，

防災バーゴラ（２棟）、収納縁台設置，かまどベンチ（５基）設置，トイレベンチ（５基）

設置を実施中．現在全学の防災委員会が、各キャンパスの防災マニュアルと組織の新版（学

生と教職委員版）を検討しており、今年度末には公表される予定。これに基づいて西部キャ

ンパスの詳細な行動計画を作る予定。防災訓練の一環として、防災訓練とは別に防災関係の

講演会を実施した（講演会「大地変動・土砂災害論-文理融合の風土工学の視点」日時：7月

18日（木）14時～16時，浜松キャンパス総合研究棟10F会議室）。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２６年度 

 

 

要改善事項 

基準８ 学生アンケートに対して、教員がいかに改善したかの検証ができているのか？   

大学生活・学習に関するアンケート結果で満足度の低い項目（教育，学習支援，生活支援，

進路支援，教員との相談体制）への対応が必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

FD活動で実施している各授業への学生アンケートに対して、大部分の教員がそのアンケート

に応えて授業の改善策を回答し実施している。一方、参加していない教員にもFD活動への参

加を働きかける。また各教員の改善策がどのように実行され、成果が出ているかを検証する

方法を検討する。大学生活・学習に関するアンケート結果については、工学部長補佐室に新

しく設置した評価・改組企画室で分析し、対策を検討する。 

改善状況 



教員相互での授業参観を実施するようになり、優れた授業を参考にコメントペーパーやイン

タラクティブな講義が増えてきた。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２７年度 

 

 

要改善事項 

基準９ 管理運営体制の更なる充実が必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

大学が変革期にあり、工学部/工学研究科の改組で４学科５専攻が５学科６専攻に増えて、管

理運営に関する業務がかなり増えている。今まで組織の整備を行い、管理運営体制の強化を

図ってきた。平成２５年度からは、工学部長補佐室に評価・改組企画室を新しく設置し、教

育・研究・社会貢献活動の更なる充実と効率化を目指す。 

改善状況 

工学研究科長補佐室に、評価・改組企画室を新しく設置した。具体的作業として、改組１年

経過時期（平成２６年度２月～３月）に、教職員・学生にアンケート調査を行った。ただ今、

その詳細を点検しており、次年度の改善につなげる。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２７年度 

 

 

要改善事項 

基準１０ Webを利用した情報公開が進んでいるが、公開＝共有でない。大学としての各種方

針が関係者全員に共有されるような継続的な取り組みが必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

工学部/工学研究科の目的と理念、入学者の受け入れ方針、教育課程の編成・実施方法、学位

授与方針等の重要な情報はWebと学生便覧の両方で説明している。さらに学年の初めに行う学

生用ガイダンスなどにおいても、学生に情報公開の内容などを直接説明するようにする。ま

た総務運営委員会や教授会において、教職員に情報公開の内容を説明する。 

改善状況 

評価委員会委員よりガイダンスの際，学生に周知する。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２６年度 

 

 

要改善事項 



基準１１ 研究教育の担い手である教員・職員の資質の維持や能力の向上の支援が重要であ

る。また海外の研究機関との研究交流で、研究能力の向上を常に図ることが必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

国内外の研究拠点になるような強い研究グループの形成のために、教員のグループ化を進め、

若手教員が海外研修や国際会議などに行きやすい体制（相互援助体制）を作ると共に、資金

援助を検討する。また工学部長補佐室の研究企画室が中心となり、工学部プロジェクトの充

実と科研費獲得のための支援を行っており、今後さらに充実する。特に若手教員の支援体制

を強化する。今年度は村川基金による工学部/工学研究科の海外研修制度を有効利用し、来年

度は２名の若手教員が６ヶ月～１年間の長期海外研修に出かける。 

改善状況 

重点分野及び準重点分野の研究を推進するための強力な研究グループを形成する目的で、学

部横断の工学部プロジェクト（改組により工学研究科プロジェクトと改名）を実施し、２５

年度は新たに３件採択した。これにより、現在、13件の研究を工学部プロジェクトとして採

択し、研究支援を行っている。若手教員の支援体制を強化するために２５年度は村川基金に

よる工学部/工学研究科の海外研修制度の派遣先をカリフォルニア工科大学から欧米の一流

大学に広げ、活用しやすく改善した。平成２５年度は２名の若手教員を派遣した。２６年度

は１名の派遣が既に決まっており、教員のグローバルな研究交流および能力向上を図ってい

る。またＳＳＳＶプロジェクトでは今年度、１６研究室が海外の研究機関と研究交流し、研

究能力の向上を図った。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２５年度 

 

 

要改善事項 

基準１２ 共同研究のアンケート結果において、大学の評価と企業の評価に乖離が見られる項

目が数項目あるので、原因の分析と対応が必要である。企業との共同研究の実施件数は年々

低下しており、減少に歯止めをかけるための戦略や工夫が必要である。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

工学部長補佐室の研究企画室において、共同研究に対する大学の評価と企業の評価の乖離に

ついて原因を分析する。また地元企業との共同研究が減少傾向にあるので、その原因の調査

と対策の検討を行う。 

改善状況 

教員と企業の間を取り持ち，教員にとって企業との共同研究実施に際して何でも容易に相談

できる人材が必要であり，イノベーション社会連携機構など関係各署に働きかける。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２６年度 

 

 



要改善事項 

基準１３ 英語能力や国際的視野が十分身についていると考えている学生の割合が低い。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

SSSVプログラムを有効に利用し、国際会議での英語による発表や外国の異文化を体験する学

生を増やす。今年度のSSSVプログラムの参加研究室は１６（応募研究室１０に対して）と増

えており、各研究室５名で合計８０名の学生が外国人学生と一緒に英語による研究発表を行

う予定である。更に今年度からSSSVプログラム参加学生に単位を認定する制度も確立した。

学生に英語能力に対する自信と積極性を持たせることが重要と考えている。また「外国人教

員の採用」と「修士課程の英語教育コースの立ち上げ」の検討を早急に行う。 

改善状況 

平成２３年度に開始したＳＳＳＶプログラムも３年目で、今年は１６研究室（学生は１研究

室当たり５名参加）が参加した。２週間ほど外国の大学の研究室の教員・学生と一緒に過ご

し、研究発表などを行った。１月には、ＳＳＳＶプログラムに参加した工学研究科の全教員・

全学生が参加できる成果発表会を行った。「異文化に慣れ、英語能力の発展に十分に役立っ

ている」ことが感じられた。ＳＳＳＶプログラムをさらに発展させるため、次年度の成果発

表会には、学部１・２年生の多くが参加できるように宣伝する。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２５年度（一部継続中） 

 

 

 

 

要改善時効 

総合評価 大学院教育の充実など、まだ十分とはいえない点も見える。浜松と静岡の２箇所の

キャンパス間、特に理工連携への取り組みが必要ではないか。 

要改善事項に対する改善計画（実施時期を含む） 

静岡大学では、理・工・農・情の理工系の４つの研究科修士課程を大くくり化し、大学院の

研究科横断の教育プログラムの拡大、従来の研究科を越えた副専攻の科目の履修が可能にな

る予定である。また「教員組織と教育組織の分離」を行い、社会の変化に迅速に対応する教

育・研究体制を目指す。（共に平成２７年度スタート予定） 

改善状況 

平成２７年度には、理工系４研究科（静岡キャンパスの理・農と浜松キャンパスの情・工）

が１研究科に纏められ、40名の留学生と40名の日本人学生（大学院修士課程）の「Asia Bridge 

Program」が始まる。浜松・静岡の連携した教育・研究がスタートする。 

 

達成年度（予定を含む） 

平成２７年度 


